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国土交通省直轄工事における参加者確認型随意契約方式の実施について 
 

 
公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）が令和６年６月に改正さ

れ、同法第 21 条に「競争が存在しないことの確認による方式」が位置付けられたことを受け、国
土交通省直轄工事を対象とした参加者の有無を確認する公募手続について下記のとおり定めたの
で、貴局においても適切に運用するとともに、遺漏なきよう措置されたい。なお、本通知に基づ
く公募の手続終了後に行われる契約手続は、従来どおり会計法令等に基づいて行うものであるこ
とに留意されたい。 

 
記 
 

１． 対象工事 
本方式は、当該工事に必要な技術、設備、体制又は地域特性等からみて、当該地域において受

注者になろうとする者が極めて限られており、過去に発注した同一の内容の工事について特定の
一者を除いて競争参加者がいない状況が継続しているなど、当該地域において競争が存在しない
状況が継続すると見込まれる国土交通省直轄工事を対象とする。 

例えば、以下のような工事が対象工事として想定されるが、この例示に限定される趣旨のもの
ではなく、発注工事ごとに必要な技術、設備、体制又は地域特性等を発注者が総合的に判断し、
対象工事を選定するものとする。 

(ア) 維持工事 
インフラの巡視、維持管理や除雪作業等、緊急時の速やかな現地対応が 24 時間体制で求
められ、その地理的条件から競争参加要件を変更しても特定の一者以外の参加者が見込
まれない維持工事であって、同一工区かつ工事内容が同様と認められる過去の工事発注
において、当該地域の特定の一者しか競争に参加していない状況が継続している工事。 

(イ) 機械設備・電気通信設備等の専門工事 
実施に当たって高度な技術や特殊な設備が必要とされる機械設備・電気通信設備等の修
繕・更新・増設・改造等の工事であって、特定の一者以外にはその実施が困難である又
は工事内容が同様と認められる過去の工事発注において特定の一者しか競争に参加して
いない状況が継続している工事。 
 

２． 参加意思確認書の提出 
(１) 大臣官房官庁営繕部、航空局及び各地方支分部局等における公募手続の実施部局（以下、

「実施部局」という。）は、当該工事に必要な技術、設備、体制又は地域特性等からみ
て、当該地域において受注者になろうとする者が極めて限られており、当該地域において
競争が存在しない状況が継続すると見込まれることを確認した上で本方式を実施する工事
を選定するとともに、当該工事に必要な技術、設備又は体制等を有している者を、当該者
以外の者で当該工事の実施を希望する者がいない又は当該工事に必要な要件を満足する者



がいない場合に当該工事の契約手続を行う予定の者（以下、「特定予定者」という。）と
して選定する。 

なお、特定予定者に受注意思及び施工体制の確認を行った結果、受注意思が確認できな
い場合又は施工体制の要件を満たさない場合は手続を中止するものとする。 

(２) 特定予定者以外の参加者の有無を確認するため、当該工事への参加意思及び当該工事に必
要な要件を満足することを確認する書類（以下、「参加意思確認書」という。）の提出を
求める公募を行うものとする。参加意思確認書の提出期限は、原則として、説明書の交付
開始日の翌日から起算して次に掲げる期間とする。 

① 公募手続の公示日の 10 日以上前に４．に定める公示予定情報を公表した場合又は
「工事に係る発注の見通しに関する事項の公表について」（平成 13 年３月 30 日付
け国官会第 1428 号、国官地第 25 号）、「工事に係る発注の見通しに関する事項の公
表について」（平成 13 年 3 月 30 日付け国港管第 556 号）、「工事に係る発注の見通
しに関する事項の公表について」（平成１３年３月３０日国空経第４０２号）記
４．に規定される特定の時期に５．に定める公示を行う場合 10 日 

② 公募手続の公示日の 10 日以上前に公示に関する予定情報（以下、「公示予定情報」
という。）を公表していない場合 20 日 

 

３． 応募要件 
応募要件は、５．(１)②の必要とする技術、設備、体制等を踏まえ、当該工事に真に必要な要

件として①に加えて②から⑤に掲げるものを適宜選択の上、定めるものとする。その場合、随意
契約理由との整合性にも十分留意するものとする。 

① 基本的要件 
「一般競争入札方式の手続について」（令和５年 12 月 27 日付け国会公契第 22 号、
国官技第 272 号、国営計第 130 号）、「一般競争入札方式の手続について」（令和５
年 12 月 22 日付け国港総第 521 号、国港技第 86 号）、「航空局における一般競争入
札の実施について（平成６年８月４日空経第７２２号）（以下、総称して「一般競
争入札手続通達」という。）に定める競争参加資格のうち、前二者については記３．
(2)①②③⑤⑥⑨⑩⑫、後者については記３．(1)(2)(5)(6)(8)に相当する要件 

② 技術力に関する要件 
③ 設備に関する要件 
④ 施工体制に関する要件 
⑤ その他実施部局長等が必要と認める要件 

 

４． 公示予定情報の公表 
参加者の有無を確認する公募手続において、より確実に確認を行うため、５．(１)の公示の日

の 10 日以上前に公示予定情報を公表する場合は、次に掲げる事項を実施部局のホームページへの
掲載等により公表するものとする。 

① 工事名 
② 工事概要 
③ 公示予定時期 
④ その他実施部局長等が必要と認める事項 



 

５． 公示 
(１) 実施部局長等は、参加意思確認書の提出を求める場合には、次に掲げる事項を公示するも

のとする。 
① 工事名、施工箇所、工事概要及び工期 
② 当該工事の実施に当たり必要とする技術、設備、体制等の応募要件 
③ 特定予定者以外の参加者の有無を確認するために公募を行った旨 
④ 説明書の交付期間及び交付方法 
⑤ 担当部局名 
⑥ 参加意思確認書の提出期限、提出先及び提出方法 
⑦ ②の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、随意契約手続に移

行する旨 
⑧ ②の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、一般競争入札に移行

する旨 
⑨ 競争参加資格の認定を受けていない者も⑥の参加意思確認書を提出することができ

るが、⑧の一般競争入札への参加に際しては開札までに当該資格の認定を受けてい
なければならない旨 

⑩ 手続において使用する言語及び通貨 
⑪ 関連情報を入手するための照会窓口 
⑫ その他実施部局長等が必要と認める事項 

(２) (１)の公示は、別添２公示例によるものとする。 
(３) (１)の公示は、実施部局のホームページへの掲載等により行うものとする。 

 

６． 説明書の交付 
(１) ５(１)の公示後速やかに、説明書の交付を開始するものとし、参加意思確認書の提出期限

の日の前日まで交付するものとする。 
(２) 説明書には、５．(１)①から③及び⑤から⑪までに掲げる事項及び次に掲げる事項を記載

するものとする。 
① 工事の詳細な説明 
② 説明書に対する質問受付期間、質問受付担当部局、質問方法及びその回答方法 
③ 参加意思確認書の作成様式及び記載上の留意事項 
④ 参加意思確認書が提出期限までに到達しなかった場合は、参加意思確認書を無効と

する旨 
⑤ 参加意思確認書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする旨 
⑥ 提出された参加意思確認書は、返却しない旨 
⑦ 提出された参加意思確認書は、参加意思確認書の審査以外に提出者に無断で使用し

ない旨 
⑧ 提出期限以降における参加意思確認書の差替え及び再提出は認めない旨 
⑨ 参加意思確認書に虚偽の記載をした場合は、当該参加意思確認書を無効とするとと

もに、虚偽の記載をした者に対して指名停止を行うことがある旨 
⑩ ８．(１)及び(２)に掲げる事項 



⑪ その他実施部局長等が必要と認める事項 
(３) 説明書には、必要に応じ別冊として、公示の写し、図面、仕様書及び現場説明書（必要な

場合に限る。）等を含めるものとする。 
 

７． 参加意思確認書の審査 
(１) 参加意思確認書が提出された場合、一般競争入札手続通達の記４に規定される「入札・契

約手続運営委員会」及び「技術審査会」（これらに相当する会議体を含む。以下、双方を
総称して「委員会等」という。）で審査を行うものとする。 

(２) (１)の審査の結果、応募要件を満たさない者に対する審査結果通知書には、次に掲げる事
項を記載し、参加意思確認書の提出者へ通知するものとする。 

① 応募要件を満たさないとされた理由（３．に掲げる応募要件のいずれを欠くとされ
たのかを含む。） 

② ８．(１)に掲げる事項 
(３) (１)の審査の結果、応募要件を満たすと認められる者に対する審査結果通知書には、一般

競争入札に移行する予定である旨を記載し、特定予定者及び参加意思確認書の提出者へ通
知するものとする。 

 

８． 応募要件を満たさないとされた理由の説明 
(１) ７．(２)の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日(行政機関の休日に関

する法律(昭和 63 年法律第 91 号)第１条に規定する行政機関の休日を除く。)以内に、書面
により、実施部局長等に対して応募要件を満たさないとされた理由についての説明を求め
ることができるものとする。 

(２) 実施部局長等は、応募要件を満たさないとされた理由についての説明を求められたとき
は、説明要求期限の翌日から起算して５日以内に、書面により回答するものとする。 

(３) 実施部局長等は、(２)の回答内容を委員会等に報告するものとする。 
 

９． 応募要件を満たすと認められる者がいる場合の取扱い 
応募要件を満たすと認められる者がいる場合には、別途、一般競争入札の手続に移行するもの

とする。 
 

１０． 参加意思確認書の提出者がいない又は応募要件を満たすと認められる者がいない
場合の取扱い 

次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、会計法令に基づき、特定予定者との随意契約手
続に移行するものとする。 

① 参加意思確認書の提出者がいない場合 
② 提出された参加意思確認書を審査した結果、応募要件を満たすと認められる者がい

ない場合 
 

１１． 実施上の留意事項 
実施部局長等は、対象工事の選定、応募要件及び特定予定者の決定並びに参加意思確認書の審

査に当たっては、委員会等を活用するものとする。このとき、対象工事の選定に併せて、当該工



事を一般競争入札へ移行した場合の発注条件、その他本手続の実施に必要な手続について決定す
る際には、総合評価委員会（「総合評価方式及びプロポーザル方式における技術提案の審査に関す
る体制について」(これらに相当する会議体を含む)別添の総合評価委員会設置要領準則を根拠に
実施部局で設置するもの）も併せて活用することとする。 

 

附 則 
（適用期日） 
この通知による手続は、令和８年９月 17 日以降に公募手続に基づく参加意思確認書の提出を求

める公示を行う工事から適用するものとする。 
  



別添１ フロー図  

公示 ※3 

特定予定者の選定 
（委員会等における審議）※２ 

公示予定情報の公表 

説明書の交付開始 ※4 

参加意思確認書の提出期限 

特定予定者以外からの 
参加意思確認書の提出有無

参加意思確認書の審査 
（委員会等における審議） 

特定予定者との契約手続へ移行 ※6 

※6 会計法第 29 条の 3 第 4 項 
契約の性質又は目的が 
競争を許さない場合 

※3 ホームページへの掲載等 
 

※4 電子メール等 

10 日 ※5 

※5 公示予定情報の公表又は四

半期ごと等に行う公示がで

きない場合は 20 日 

特定予定者以外の 
応募要件を満たすと 
認められる者の有無 

あり 

なし 

なし 

一般競争入札への移行 

審査結果通知書の送付 

10 日以内 

10 日以上 

対象工事の選定 
（委員会等における審議） ※1 

※1 併せて、総合評価委員会等を活

用し、一般競争入札へ移行した

場合の発注条件等を決定 

応募要件を満たさないと 
通知された者からの説明要求 

説明要求への回答 

休日を除いて 
7 日以内 

説明要求期限の 
翌日から 5 日以内 

あり 

※2 特定予定者の受注意思又は必要
な施工体制が確認できない場合
は手続を中止 



別添２ 公示例 
 

参加者の有無を確認する公募手続に係る参加意思確認書の提出を求める公示 
令和○○年○月○日 

 
○○局長 ○○ ○○ 
 
次のとおり、参加意思確認書の提出を招請します。 
 

１． 当該招請の主旨 
本工事については、○○○○○○○○○○○○○○している必要があることから、下記の応募

要件を満たし、本工事の実施を希望する者の有無を確認する目的で、参加意思確認書の提出を招
請する公募を実施するものである。 

公募の結果、３．の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、本工事に必要
な○○○○○○○○○○○○○○を有している者（以下、「特定予定者」という。）との契約手続
に移行する。 

なお、３．の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、一般競争入札の手続に
移行するものとする。 

 
２． 工事概要 

① 工事名 ○○○工事 
② 施工箇所 ○○事務所○○出張所管内 
③ 工事概要 ○○事務所○○出張所管内の○○工事を行うこと。 

○○工 １式、○○工 １式、○○工 １式 
④ 工期 令和○年○月○日から令和○年○月○日 

 

３． 応募要件 
① 基本的要件 
② 技術力に関する要件 
③ 設備に関する要件 
④ 施工体制に関する要件 
⑤ その他〇〇局長等が必要と認める要件 

 

４． 手続等 
① 担当部局 

〒000-0000 ○○県○○市○○町○－○－○ 
○○地方整備局 ○○事務所 ○○課 ○○係 
電話 0000-00-0000、メールアドレス xxxxxx@xxxxxx.xx 

② 説明書の交付期間及び交付方法 
交付期間：令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 
（土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日○時○分から○時○分まで） 



交付方法：原則として電子メールにて交付を行う。交付申請の際は、着信を確認
すること。 

③ 参加意思確認書の提出期限、提出先及び提出方法 
提出期限：令和○年○月○日 ○時○分 
提出先 ：上記①に同じ 
提出方法：原則として電子メールにより提出すること。提出の際は、着信を確認

すること。 
提出期限内に参加意思確認書が提出先に届かなかった場合は、無効と
する。 

 

５． その他 
① 手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 
② 関連情報を入手するための照会窓口 ４．①に同じ。 
③ ○○地方整備局における○○工事に係る一般競争参加資格の認定を受けていない場

合も４．③により参加意思確認書を提出することができるが、一般競争入札へ移行
した際の競争参加に際して開札までに当該資格の認定を受けていなければならな
い。 

④ 詳細は説明書による。 


